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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　シール材で区画された領域に電気光学物質が封入されており、第１電極と第２電極との
交差部分に画素が形成されてなる第１パネルと、第３電極と第４電極との交差部分に画素
が形成されてなる第２パネルと、を有し、前記第１電極と前記第３電極とが互いに接続さ
れてなる電気光学装置であって、
　前記第１パネルおよび前記第２パネルに走査信号および画像信号を供給する駆動回路が
前記第１パネルの一辺の側に接続されており、
　前記第１パネルは、前記一辺に対向する辺にて前記第２パネルに接続され、
　前記駆動回路と前記第２電極とを接続する引回し配線が前記シール材で区画された領域
の内側を引回され、
　前記駆動回路と前記第４電極とを接続する配線が、前記引回し配線の外側に、前記第１
パネルの縁部に沿って配置されてなることを特徴とする電気光学装置。
【請求項２】
　前記駆動回路と前記第４電極とを接続する前記配線が、前記シール材で区画された領域
の外側に配置されてなることを特徴とする請求項１記載の電気光学装置。
【請求項３】
前記駆動回路は、前記第１パネルおよび前記第２パネルに対する共通の駆動用ＩＣを含ん
でなることを特徴とする請求項１又２に記載の電気光学装置。
【請求項４】
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　前記駆動用ＩＣが前記第１パネルに実装されてなることを特徴とする請求項３に記載の
電気光学装置。
【請求項５】
　前記第１パネルが、複数の前記第１電極を含んでおり、
前記複数の第１電極のうちの一部が前記第３電極に接続されてなることを特徴とする請求
項１乃至４のうちいずれか１項に記載の電気光学装置。
【請求項６】
　前記第１のパネルは、前記引回し配線が形成されてなる第１基板と、前記第１基板に対
向して配置され前記第２電極が形成されてなる第２基板を含み、
　前記シール材には導通材が含まれており、
　前記導通材を介して前記第２電極と前記引回し配線とが接続されてなることを特徴とす
る請求項１乃至請求項５のいずれかに記載の電気光学装置。
【請求項７】
　前記第１パネルと前記第２パネルとが可撓性の配線基板を介して接続されてなることを
特徴とする請求項１乃至請求項６のいずれかに記載の電気光学装置。
【請求項８】
　シール材で区画された領域に電気光学物質が封入されており、画像信号電極と走査電極
との交差部分に画素が形成されてなる第１パネルと、画像信号電極と走査電極との交差部
分に画素が形成されてなる第２パネルと、を有し、前記第１パネルの画像信号電極と前記
第２パネルの画像信号電極とが互いに接続されてなる電気光学装置であって、
　前記第１パネルおよび前記第２パネルに走査信号および画像信号を供給する駆動回路が
前記第１パネルの一辺の側に接続されており、
　前記第１パネルは、前記一辺に対向する辺にて前記第２パネルに接続され、
　前記駆動回路と前記第１パネルの走査電極とを接続する引回し配線が前記シール材で区
画された領域の内側領域を引回されており、
　前記駆動回路と前記第２パネルの走査電極とを接続する配線が、前記引回し配線の外側
に、前記第１パネルの縁部に沿って配置されてなることを特徴とする電気光学装置。
【請求項９】
　前記駆動回路と前記第２パネルの走査電極とを接続する前記配線が、シール材で区画さ
れた領域の外側に配置されてなることを特徴とする請求項８記載の電気光学装置。
【請求項１０】
　前記駆動回路は、前記第１パネルおよび前記第２パネルに対する共通の駆動用ＩＣを含
んでなることを特徴とする請求項９に記載の電気光学装置。
【請求項１１】
　前記駆動用ＩＣが前記第１パネルに実装されてなることを特徴とする請求項１０に記載
の電気光学装置。
【請求項１２】
　前記第１パネルが、複数の前記画像信号電極を含んでおり、
　前記複数の画像信号電極のうちの一部が前記第２パネルの画像信号電極に接続されてな
ることを特徴とする請求項８乃至１１のうちのいずれか１項に記載の電気光学装置。
【請求項１３】
　前記第１のパネルは、前記引回し配線が形成されてなる第１基板と、前記第１基板に対
向して配置され前記第１パネルの走査電極が形成されてなる第２基板を含み、
　前記シール材には導通材が含まれており、
　前記導通材を介して前記第１パネルの走査電極と前記引回し配線とが接続されてなるこ
とを特徴とする請求項８乃至請求項１２のいずれかに記載の電気光学装置。
【請求項１４】
　前記第１パネルと前記第２パネルとが可撓性の配線基板を介して接続されてなることを
特徴とする請求項８乃至請求項１３のいずれかに記載の電気光学装置。
【請求項１５】
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　請求項１乃至１４のうちいずれかに記載の電気光学装置を有することを特徴とする電子
機器。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、電気光学物質を内蔵するパネル構造体である電気光学パネル、電気光学物質を
有する構造物である電気光学装置、及びその電気光学装置を用いて構成される電子機器に
関する。
【０００２】
【従来の技術】
電気光学パネルは１つのユニットとして市場に供給され得るパネル構造体である。この電
気光学パネルにＦＰＣ（Flexible Printed Circuit）等といった配線基板を装着すれば、
その配線基板を通して外部回路から当該電気光学パネルへ信号や電源電圧を供給できる。
また、この電気光学パネルに照明装置を付設すれば、当該電気光学パネルへ光を供給でき
る。
【０００３】
一般に、電気光学パネルは、配線基板や照明装置等といった付帯装置を含まない電気光学
要素であると認識されることが多い。しかしながら、パネル構造体に配線基板や照明装置
が装着された物が１つのユニットとして市場に供給されるのであれば、配線基板や照明装
置等を含んだその物全体を１つの電気光学パネルと認識しても一向に差し支えない。
【０００４】
また、電気光学パネルが複数のパネル構造体を含むものであり、それらのパネル構造体が
配線基板によって接続された状態で市場に供給されるのであれば、それら複数のパネル構
造体を含んだ構造を１つの電気光学パネルとして認識することもできる。
【０００５】
次に、電気光学装置とは、電気光学物質を含んで構成されると共に携帯電話機等といった
電子機器を構成する複数の構成要素のうちの１つとなり得る、あらゆる装置を言うもので
ある。具体的には、電気光学パネルも１つの電気光学装置であり、電気光学パネルに配線
基板を接続した物も１つの電気光学装置であり、電気光学パネルに照明装置を付設した物
も１つの電気光学装置である。
【０００６】
さて、例えば電子機器として携帯電話機を考えた場合、最近では、折り畳み構造の携帯電
話機が知られている。このような携帯電話機では、操作機能及び送話口を有するボディと
、ディスプレイ機能及び受話口を有するボディとがヒンジによって接続されている。そし
て、ヒンジを中心として２つのボディが形成する角度を変えることができる。
【０００７】
この携帯電話機では、２つのボディを開いた状態では、ディスプレイ表示を観察すること
ができ、さらに、電話機として使用することができる。また、ボディを折り畳むことによ
り、電話未使用時に携帯し易いようにコンパクトな形状にすることができる。
【０００８】
さらに最近では、携帯電話機を折り畳んだ状態で着信相手やメールの受信や時刻等を確認
できるようにするために、携帯電話機を開いた状態で観察可能なメインディスプレイの他
に、着信相手等を表示するためのサブディスプレイを搭載する構造の携帯電話機、いわゆ
るダブルディスプレイ構造の携帯電話機が注目されている。
【０００９】
従来、このようなダブルディスプレイ構造の携帯電話機では、メインディスプレイとサブ
ディスプレイとが異なる駆動回路によって駆動されて表示を行うようになっていた。
【００１０】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、上記のようにメインディスプレイとサブディスプレイとを別々の駆動回路
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で駆動する場合には、消費電力が高くなるという問題があった。特に、携帯電話機のよう
な携帯型の電子機器においては、電源の容量を低く抑えたいという要求や、使用可能時間
をできるだけ長くしたいとい要求から、消費電力は低いことが望ましい。
【００１１】
本発明は、上記の問題点に鑑みて成されたものであって、複数のパネルを駆動する際の消
費電力を低く抑えることを目的とする。
【００１２】
【課題を解決するための手段】
　（１）上記の目的を達成するため、本発明に係る電気光学装置は、シール材で区画され
た領域に電気光学物質が封入されており、第１電極と第２電極との交差部分に画素が形成
されてなる第１パネルと、第３電極と第４電極との交差部分に画素が形成されてなる第２
パネルと、を有し、前記第１電極と前記第３とが互いに接続されてなる電気光学装置であ
って、前記第１パネルおよび前記第２パネルに走査信号および画像信号を供給する駆動回
路が前記第１パネルの一辺の側に接続されており、前記第１パネルは、前記一辺に対向す
る辺にて前記第２パネルに接続され、前記駆動回路と前記第２電極とを接続する引回し配
線が前記シール材で区画された領域の内側を引回され、前記駆動回路と前記第４電極とを
接続する配線が、前記引回し配線の外側に、前記第１パネルの縁部に沿って配置されてな
ることを特徴とする。前記駆動回路と前記第４電極とを接続する前記配線はシール材で区
画された領域の外側に配置することができる。そして、前記駆動回路は、前記第１パネル
および前記第２パネルに対する共通の駆動用ＩＣを含んでなることを特徴とする。更には
、前記第１パネルが、複数の第１電極を含んでおり、複数の第１電極のうちの一部が第３
電極に接続されるよう構成してもよい。
【００１３】
　この電気光学パネルによれば、第１パネルの第１電極に供給される駆動信号の少なくと
も一部を第２パネルの第３電極に供給することができる。つまり、共通の駆動回路から第
１パネルと第２パネルのそれぞれに共通の駆動信号を供給することができる。このため、
第１パネル及び第２パネルのそれぞれを駆動するための駆動回路を別々に設ける必要がな
くなる。この結果、消費電力を大幅に減少でき、さらに、部品点数が少なくなってコスト
を低減できる。
【００１４】
（２）　上記構成において、前記駆動回路は前記第１パネルに実装することができる。こ
うすれば、駆動回路を位置不動に固定することができ、さらに、駆動回路を含んだ電気光
学パネルが占めるスペースを減少できる。
【００１５】
　（３）　上記構成の電気光学装置において、前記第１パネルは、前記駆動回路から信号
が供給される第１電極が配置された第１基板と、前記駆動回路から信号が供給される第２
電極が配置された第２基板とを有することができる。また、前記第２パネルは、前記駆動
回路から信号が供給される第３電極が配置された第３基板と、前記駆動回路から信号が供
給される第４電極が配置された第４基板とを有することができる。そして、前記第１電極
と前記第３電極とは電気的に接続される。また、前記第１基板には駆動回路と第２電極を
接続する引回し配線が形成される。第２電極と引回し配線とはシール材に含まれる導通材
を介して接続される。
【００１６】
この構成によれば、第１電極及び第３電極に対して駆動回路から共通の駆動信号を供給で
きる。
【００１７】
　（４）　上記構成の電気光学パネルにおいて、前記第１基板と前記第２基板との間隙及
び前記第３基板と前記第４基板との間隙には液晶を挟持することができる。こうすれば、
第１パネルおよび第２パネルとして液晶パネルを構成できる。
【００１８】



(5) JP 4178870 B2 2008.11.12

10

20

30

40

50

　（５）　上記構成の電気光学装置においては、前記第１電極を介して前記駆動回路から
前記第３電極へ信号を供給することができる。こうすれば、駆動回路から共通の駆動信号
を供給できる。
【００１９】
　（６）　上記構成の電気光学装置において、前記第１電極と前記第３電極とは可撓性配
線基板を介して互いに電気的に接続することができる。このことは、言い換えれば、第１
パネルと第２パネルとを可撓性配線基板によって接続するということである。この場合、
可撓性配線基板を折り曲げたり、あるいは適宜の形状にすることにより、第１パネルと第
２パネルとの位置関係を所望の関係にすることができる。
【００２０】
　（７）　上記構成の電気光学装置において、前記第１電極及び前記第３電極はほぼ直線
形状を有することができ、さらに、該第１電極及び該第３電極は互いにほぼ平行に配置で
きる。こうすれば、第１電極と第３電極とをほぼ最短距離で電気的に接続でき、それ故、
両電極に共通して供給される駆動信号の遅延を抑えることができる。
【００２１】
　（８）　上記構成の電気光学装置において、前記第１パネルには、前記駆動回路と前記
第１電極とを電気的に接続する引回し配線である第１配線と、前記駆動回路と前記第２電
極とを電気的に接続する第２配線と、前記第１電極と前記第３電極とを電気的に接続する
第３配線と、前記駆動回路と前記第４電極とを電気的に接続する配線である第４配線とを
配置することができる。このように、各電極と駆動回路とを接続する配線を設けることに
より、共通の駆動用ＩＣから駆動信号を供給することができる。
　（９）　上記構成の電気光学パネルにおいて、前記第１配線（引回し配線）、前記第２
配線、前記第３配線及び前記第４配線は、前記第１基板上に配置することができる。この
ように各配線を一方の基板に配置すれば、駆動回路と各電極との接続を一方の基板上で一
括して行うことができる。
【００２２】
　（１０）　上記構成の電気光学装置において、前記駆動回路は、前記第１パネルが表示
される場合には前記第４電極への信号の供給を停止し、前記第２パネルが表示される場合
には前記第２電極への信号の供給を停止する機能を有することができる。こうすれば、未
使用のパネルを未表示とすることができ、また、消費電力を削減できる。
【００２３】
　（１１）以上に記載した構成の電気光学装置は、複数の面を有することができる。
【００２４】
（１２）　上記構成の電気光学装置は複数の面を有することができ、その場合、前記第１
パネル及び前記第２パネルは、それぞれ、前記複数の面のうちの異なる面に配置すること
ができる。こうすれば、ディスプレイ表示が異なる面に位置することにより、第１パネル
と第２パネルとを用途別に分けて使用できる。
【００２５】
（１３）　次に、本発明に係る電子機器は、以上に記載した構成の電気光学装置を有する
ことを特徴とする。この電子機器によれば、第１パネル及び第２パネルを使って１つの電
子機器において複数のディスプレイ表示を行うことができる。しかも、電気光学装置の部
分の消費電力を抑えることにより、電子機器の消費電力も低減できる。
【００２６】
　（１４）　次に、上記構成の電気光学装置において、前記駆動回路は前記第１パネルの
一辺側に実装されてなり、前記第２パネルは、前記一辺に対向する辺で前記第１パネルに
接続することができる。この１例は、例えば、図５に示されている。
【００２７】
　（１５）　また、電気光学装置の他例として駆動回路を第１パネルの一辺側に実装し、
第２パネルは、前記一辺の隣辺で第１パネルに接続してもよい。この１例は、例えば、図
１３に示されている。
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【００２８】
　（１６）　また、電気光学装置の他例として、駆動回路は前記第１パネルの一辺側に実
装されてなり、前記第２パネルは、前記一辺で前記第１パネルに接続することができる。
この１例は、例えば、図１０、図１１、図１２に示されている。
【００２９】
　（１７）　また、上記構成の電気光学装置において、前記第１電極及び前記第３電極を
画像信号が供給される画像信号電極とし、前記第２電極および前記第４電極を走査信号が
供給される走査電極とすることができる。すなわち、シール材で区画された領域に電気光
学物質が封入されており、画像信号電極と走査電極との交差部分に画素が形成されてなる
第１パネルと、画像信号電極と走査電極との交差部分に画素が形成されてなる第２パネル
と、を有し、前記第１パネルの画像信号電極と前記第２パネルの画像信号電極とが互いに
接続されてなる電気光学装置であって、前記第１パネルおよび前記第２パネルに走査信号
および画像信号を供給する駆動回路が前記第１パネルの一辺の側に接続されており、前記
第１パネルは、前記一辺に対向する辺にて前記第２パネルに接続され、前記駆動回路と前
記第１パネルの走査電極とを接続する引回し配線が前記シール材で区画された領域の内側
領域を引回されており、前記駆動回路と前記第２パネルの走査電極とを接続する配線が、
前記引回し配線の外側に、前記第１パネルの縁部に沿って配置されてなることを特徴とす
る。この実施態様によれば、第１電極と第３電極とを接続することにより、第１パネルと
第２パネルとの間で画像信号電極を共用できる。
【００３０】
　（１８）　また、上記構成の電気光学装置において、前記第１パネルは、前記駆動回路
から信号が供給される第１電極が配置された第１基板と、前記駆動回路から信号が供給さ
れる第２電極が配置された第２基板とを有することができ、前記第２パネルは、前記駆動
回路から信号が供給される第３電極が配置された第３基板と、前記駆動回路から信号が供
給される第４電極が配置された第４基板とを有することができる。そしてこの場合、前記
第２電極と前記第４電極とは電気的に接続することができ、さらに前記第２電極及び前記
第４電極は走査電極とすることができる。この実施態様によれば、第１パネルと第２パネ
ルとの間で走査電極を共用できる。
【００３１】
　（１９）　また、電気光学装置の他例として、第１電極と第３電極とを電気的に接続す
ることに加えて、第２電極と第４電極とを電気的に接続することもできる。この実施態様
によれば、第１パネルと第２パネルとの間画像信号電極と走査電極の両方を共用できる。
【００３２】
　（２０）　また、電気光学装置の他例として、第１パネルは、駆動回路から信号が供給
される第１電極が配置された第１基板と、駆動回路から信号が供給される第２電極が配置
された第２基板とを有することができ、第２パネルは、駆動回路から信号が供給される第
３電極が配置された第３基板と、駆動回路から信号が供給される第４電極が配置された第
４基板とを有することができる。そしてこの場合、第１電極、第２電極、第３電極及び第
４電極の各々は、独立して前記駆動回路に電気的に接続されるように構成できる。この実
施態様によれば、第１電極、第２電極、第３電極及び第４電極は、いずれも、別個独立に
駆動される。
【００３３】
【発明の実施の形態】
（電子機器）
以下、本発明に係る電子機器の一実施形態を、折り畳み構造の携帯電話機を例に挙げて説
明する。図１は、その携帯電話機の斜視図であり、特に、図１（ａ）はその携帯電話機を
開いた状態を示し、図１（ｂ）はその携帯電話機を折り畳んで閉じた状態を示している。
また、図２は、携帯電話機のディスプレイが搭載された第１ボディの一部分を分解状態で
示す斜視図である。
【００３４】
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この携帯電話機５０は第１ボディ５１と第２ボディ５２とを有し、これらのボディはヒン
ジ５３によって互いに回り移動可能に接続されている。第１ボディ５１には、受話口５６
及びアンテナ５７が設けられる。また、第２ボディ５２には、複数の操作キー５９及び送
話口６１が設けられる。また、図１（ａ）に示すように第１ボディ５１の内面にはメイン
ディスプレイ５４が設けられ、さらに第１ボディ５１の外面には図１（ｂ）に示すように
サブディスプレイ５８が設けられる。
【００３５】
２つのボディ５１及び５２は、ヒンジ５３を中心として角度を変えることができる。図１
（ａ）のように、第１ボディ５１と第２ボディ５２とを開いた状態にすると、メインディ
スプレイ５４の表示を観察でき、また、電話機として使用できる。
【００３６】
また、電話機未使用時には、図１（ｂ）のように、第１ボディ５１と第２ボディ５２とを
折り畳んで携帯し易いコンパクトな形状にすることができる。さらに、携帯電話機を折り
畳んだ状態で、第１ボディ５１に搭載されたサブディスプレイ５８により、着信相手や、
メールの受信や、時刻等を確認することができる。
第１ボディ５１は、図２に示すように、上部ケース５１ａ、下部ケース５１ｂ及びこれら
のケースによって保持される電気光学装置としての液晶装置６０Ａを有する。ここでは詳
細な構造については図示を省略するが、液晶装置６０Ａは、互いに対向する第１面６５ａ
及び第２面６５ｂを有しており、第１面６５ａにはメインディスプレイ５４（図１参照）
の表示面が位置し、第２面６５ｂにはサブディスプレイ５８（図１参照）の表示面が位置
する。上部ケース５１ａには、メインディスプレイ５４の表示面が視認可能となるように
第１孔部６２が設けられる。一方、下部ケース５１ｂには、サブディスプレイ５８の表示
面が視認可能となるように第２孔部６３が設けられる。
【００３７】
（電気光学パネル及び電気光学装置の実施形態）
次に、本発明に係る電気光学装置の一実施形態を液晶装置を例に挙げて、同時に、本発明
に係る電気光学パネルの一実施形態を液晶パネルを例に挙げて、図３から図５を用いて説
明する。
【００３８】
図３は、液晶装置６０Ａの断面構造を示している。図４は、液晶装置６０Ａの斜視図であ
る。図３は、図４に示した液晶装置６０Ａを筐体６４に組み込んだ状態を示している。ま
た、図３は、図４におけるＡ－Ａ’線に従った断面図に相当する。図５は、液晶装置６０
Ａを構成する液晶パネルに配置された電極や配線の位置関係を説明するための平面図であ
る。
【００３９】
図３において、液晶装置６０Ａは、メインディスプレイ１Ａと、サブディスプレイ２Ａと
、これらを保持する筐体６４とを有する。メインディスプレイ１Ａは透過型で単純マトリ
クス型の液晶装置であり、液晶層を挟んだパネル構造体である第１パネル３Ａと、その第
１パネル３Ａを挟むように配置された一対の偏光板１９ａ及び１９ｂと、第１パネル３Ａ
に対して光を照射する照明装置４０ａとを有する。
【００４０】
一方、サブディスプレイ２Ａも、透過型で単純マトリクス型の液晶装置であり、液晶層を
挟んだパネル構造体である第２パネル４Ａと、その第２パネル４Ａを挟むように配置され
た一対の偏光板２９ａ及び２９ｂと、第２パネル４Ａに対して光を照射する照明装置４０
ｂとを有する。メインディスプレイ１Ａとサブディスプレイ２Ａは可撓性の第２配線基板
８ｂによってつながり、さらにメインディスプレイ１Ａには可撓性の第１配線基板８ａが
接続され、この第１配線基板８ａを通して外部回路から液晶装置６０Ａへ信号、電源電圧
等が供給される。
【００４１】
照明装置４０ａ及び４０ｂは、ぞれぞれ、導光板４１，４１と、光源４２，４２とを有す
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る。なお、ここでは図示していないが、照明装置４０ａの導光板４１と第１パネル３Ａと
の間及び照明装置４０ｂの導光板４１と第２パネル４Ａとの間には、プリズムシート等と
いった光学シートを必要に応じて配置することができる。
【００４２】
本実施形態において、電気光学パネルとしての液晶パネルは、第１パネル３Ａと、第２パ
ネル４Ａと、第１パネル３Ａと第２パネル４Ａとをつなぐ第２配線基板８ｂとによって構
成されるものとする。また、電気光学装置としての液晶装置６０Ａは、上記の液晶パネル
に照明装置４０ａ，４０ｂと、偏光板１９ａ，１９ｂ，２９ａ，２９ｂと、第１配線基板
８ａとを装着することによって構成されるものとする。そして、このようにして構成され
る液晶装置６０Ａは筐体６４によって保持される。
【００４３】
なお、液晶パネルは１つのユニットとして市場に供給される構造として認識されるもので
あり、従って、第１パネル３Ａ及び第２パネル４Ａに偏光板１９ａ，１９ｂ，２９ａ，２
９ｂが装着された状態が１つのユニットと考えられる場合は、それらの偏光板を含んだ構
造が液晶パネルとなる。
【００４４】
また、液晶装置６０Ａを携帯電話機に組み込む際には、第１パネル３Ａの表示面と第２パ
ネル４Ａの表示面とが、それぞれ、図２の液晶装置６０Ａにおける互いに対向する面６５
ａ及び６５ｂに位置するように、図３の第２配線基板８ｂが折り曲げられる。
【００４５】
図３において、メインディスプレイ１Ａは、第１基板１０ａと第２基板１０ｂとを所定の
間隙を隔ててシール材３０ａによって接着して固定することによって形成される。第１基
板１０ａ及び第２基板１０ｂは、例えば、透明なガラス、透明な石英又は透明なプラスチ
ック等によって矢印Ｂ方向から見て矩形状に形成される。また、シール材３０ａには、図
５に示すように、液晶を注入する際の液晶注入口３１となる途切れ部分が形成され、この
液晶注入口３１は液晶の注入後に、例えば紫外線硬化樹脂から成る封止材（図示せず）で
封止される。
【００４６】
図３において、第１基板１０ａと第２基板１０ｂとの間のうち、シール材３０ａで区画さ
れた領域、すなわち液晶封入領域内には電気光学物質としてのＳＴＮ（Super Twisted Ne
matic：スーパーツイステッドネマチック）液晶５が封入される。第１基板１０ａ及び第
２基板１０ｂには、互いに直交する方向に液晶駆動用の第１電極１５ａ及び第２電極１５
ｂが、例えば透明なＩＴＯ（Indium Tin Oxide）膜等によって矢印Ｂ方向から見てストラ
イプ状に形成される。また、第１基板１０ａ及び第２基板１０ｂの内側表面には配向膜１
１，１１が形成される。
上記の電極１５ａ，１５ｂには、各画素を構成する液晶を駆動するための駆動信号が印加
される。本実施形態では、照明装置４０ａ及び４０ｂからの光を第１パネル３Ａ及び第２
パネル４Ａを透過させて表示を行う構造の透過型表示を行うが、これに代えて、反射型表
示や半透過反射型表示を行う場合には、これらの電極の一方をアルミニウム等といった反
射性金属によって形成することにより、この一方の電極を光反射膜として用いることもで
きる。
【００４７】
画素は、第１電極１５ａ及び第２電極１５ｂの交差部分に対応して形成される。本実施形
態に係る液晶装置は単純マトリクス型であるので、第１電極１５ａがオン電圧やオフ電圧
の画像信号が印加される画像信号電極として機能し、第２電極１５ｂが走査信号が印加さ
れる走査電極として機能する。さらに、第１基板１０ａ及び第２基板１０ｂのそれぞれの
外側表面には偏光板１９ａ及び１９ｂが貼られる。さらに、各基板１０ａ，１０ｂと各偏
光板１９ａ，１９ｂの間には、必要に応じて、位相差板を介在させることができる。この
位相差板は、液晶５によって形成される液晶層において生じた着色を解消する。
【００４８】
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図３において、サブディスプレイ２Ａは、第１基板２０ａと第２基板２０ｂとを所定の間
隙を隔ててシール材３０ｂによって接着して固定することによって形成される。第１基板
２０ａ及び第２基板２０ｂは、例えば、透明なガラス、透明な石英又は透明なプラスチッ
ク等によって矢印Ｃ方向から見て矩形状に形成される。また、シール材３０ｂには、図５
に示すように、液晶を注入する際の液晶注入口３１となる途切れ部分が形成され、この液
晶注入口３１は液晶の注入後に、例えば紫外線硬化樹脂から成る封止材（図示せず）で封
止される。
【００４９】
第１基板２０ａと第２基板２０ｂとの間のうち、シール材３０ｂで区画された領域、すな
わち液晶注入領域内には電気光学物質としてのＳＴＮ液晶５が封入される。第１基板２０
ａ及び第２基板２０ｂには、互いに直交する方向に液晶駆動用の第３電極１５ｃ及び第４
電極１５ｄが、例えば透明なＩＴＯ膜等によって矢印Ｃ方向から見てストライプ状に形成
される。また、第１基板２０ａ及び第２基板２０ｂの内側表面には配向膜１１，１１が形
成される。
【００５０】
上記の電極１５ｃ，１５ｄには、各画素を構成する液晶を駆動するための駆動信号が印加
される。なお、液晶装置によって反射型表示や半透過反射型表示を行う場合には、これら
の電極の一方をアルミニウム等といった反射性金属によって形成することにより、この一
方の電極を光反射膜として用いることもできる。
【００５１】
画素は、第３電極１５ｃ及び第４電極１５ｄの交差部分に対応して形成される。本実施形
態に係る液晶装置は単純マトリクス型であるので、第３電極１５ｃがオン電圧やオフ電圧
の画像信号が印加される画像信号電極として機能し、第４電極１５ｄが走査信号が印加さ
れる走査電極として機能する。さらに、第１基板２０ａ及び第２基板２０ｂのそれぞれの
外側表面には偏光板２９ａ及び２９ｂが貼られる。さらに、各基板２０ａ，２０ｂと各偏
光板２９ａ，２９ｂとの間には、必要に応じて、位相差板を介在させることができる。こ
の位相差板は、液晶５によって形成される液晶層において生じた着色を解消する。
【００５２】
なお、図５においては、液晶パネルの構造を分かり易く示すために、電極１５ａ，１５ｂ
，１５ｃ，１５ｄを実際よりも広い幅及び広い間隔で模式的に示してあるが、実際には、
これらの電極の幅及び間隔は図示の状態よりも狭くなっている。
【００５３】
図３に示すメインディスプレイ１Ａにおいて、第１基板１０ａは第２基板１０ｂよりも大
きく形成され、さらに、第１基板１０ａは第２基板１０ｂの対向する２辺からそれぞれ張
り出した第１張出し部２１ａ及び第２張出し部２１ｂを有する。また、サブディスプレイ
２Ａにおいて、第１基板２０ａは第２基板２０ｂよりも大きく形成され、さらに、第１基
板２０ａは第２基板２０ｂから張り出す第３張出し部２１ｃを有する。
【００５４】
第１張出し部２１ａには、図４に示すように、第２基板１０ｂの一辺に沿って可撓性の第
１配線基板８ａが接着される接続領域が形成され、この接続領域より内側には、その接続
領域と平行にＩＣ実装領域１７が設けられる。このＩＣ実装領域１７は、メインディスプ
レイ１Ａ及びサブディスプレイ２Ａに配置される電極１５ａ，１５ｂ，１５ｃ，１５ｄ（
図５参照）に駆動信号を出力する駆動回路としての駆動用ＩＣ７を実装するための領域で
ある。
【００５５】
第１配線基板８ａの接続領域は、外部から駆動用ＩＣ７へ各種の信号や電源電圧を供給す
る第１配線基板８ａを第１基板１０ａに接続するための領域である。駆動用ＩＣ７は、液
晶装置の各画素を駆動するために各配線に駆動信号を印加するものであって、ベアチップ
状態であり、その能動面を基板に対向させた状態でＣＯＧ（Chip On Glass）方式で当該
基板に実装される。図５において、駆動用ＩＣ７は、第１電極１５ａ及び第３電極１５ｃ
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へ画像信号を供給し、第２電極１５ｂ及び第４電極１５ｄへ走査信号を供給する。
【００５６】
一方、図４において、第２張出し部２１ｂには、第１基板１０ａの一辺に沿って可撓性の
第２配線基板８ｂの一辺が接着される接続領域が設けられる。また、第３張出し部２１ｃ
には、第１基板２０ａの一辺に沿って第２配線基板８ｂの他の一辺が接着される接続領域
が設けられる。
【００５７】
図５において、メインディスプレイ１Ａ内の第２基板１０ｂに形成された第２電極１５ｂ
の一端部は、第２基板１０ｂ上に配置された引回し配線３６の一端部と電気的に接続する
。この引回し配線３６の他端部は、第２基板１０ｂと第１基板１０ａとをシール材３０ａ
で接着したときに、当該シール材３０ａに含まれる導通材を介して、第１基板１０ａ上の
ＩＣ実装領域１７の両端から延びる引回し配線３４の一端部に電気的に接続される。
【００５８】
すなわち、引回し配線３４及び３６は、第２電極１５ｂと駆動用ＩＣ７とを電気的に接続
する第２配線として機能する。駆動用ＩＣ７はその能動面に出力電極２６を有しており、
引回し配線３４はＡＣＦ（Anisotropic Conductive Film：異方性導電膜）６（図３参照
）を介してその出力電極２６に電気的に接続される。
【００５９】
　第１基板１０ａに形成された第１電極１５ａは、その一端部が第１配線３５の一端部に
電気的に接続し、この第１配線３５の他端部は駆動用ＩＣ７の出力電極２６にＡＣＦ６（
図３参照）を介して電気的に接続される。一方、一部（本実施形態では４つ）の第１電極
１５ａの他端部は、第２張出し部２１ｂに配置された第３配線３２の一端部に電気的に接
続される。また、第１基板１０ａ上には、第２配線基板８ｂと駆動用ＩＣ７とを電気的に
接続するための第４配線３３が第１基板１０ａの縁部に沿って配置され、その第４配線３
３の端部は第２張出し部２１ｂに配置される。
【００６０】
サブディスプレイ２Ａの第１基板２０ａには、第３電極１５ｃと電気的に接続される第５
配線３７と、第４電極１５ｄと電気的に接続されるべき引回し配線３９が配置される。一
方、第１基板２０ａに対向する第２基板２０ｂには、第４電極１５ｄと電気的に接続され
る引回し配線４３が配置される。第１基板２０ａ上の引回し配線３９と第２基板２０ｂ上
の引回し配線４３は、シール材３０ｂに混入された導電材を介して互いに電気的に接続す
る。引回し配線３９と引回し配線４３は、第４電極１５ｄを第２配線基板８ｂに導電接続
させるための第６配線を構成する。第６配線の一部である引回し配線３９と第５配線３７
は、第２配線基板８ｂに備えられた電極２８（図３参照）にＡＣＦ６（図３参照）を介し
て電気的に接続される。
【００６１】
図５において、メインディスプレイ１Ａ内の第３配線３２は、第２配線基板８ｂに備えら
れた電極を介してサブディスプレイ２Ａの第５配線３７と電気的に接続される。このとき
、第５配線３７と第３電極１５ｃとは電気的に接続されているので、第３電極１５ｃには
、メインディスプレイ１Ａ内の第１電極１５ａの一部を介して画像信号が駆動用ＩＣ７か
ら供給される。言い換えると、メインディスプレイ１Ａとサブディスプレイ２Ａは、１つ
の駆動用ＩＣ７から供給される画像信号が印加される配線を電気的に共有する。
【００６２】
また、メインディスプレイ１Ａ内の第４配線３３は、第２配線基板８ｂに備えられた電極
を介してサブディスプレイ２Ａ内の引回し配線３９に電気的に接続される。すなわち、メ
インディスプレイ１Ａに対して信号を供給する駆動用ＩＣ７と同じ駆動用ＩＣ７からサブ
ディスプレイ２Ａの第４電極１５ｄに対して走査信号が供給されることになる。言い換え
れば、１つの駆動用ＩＣ７は、メインディスプレイ１Ａ及びサブディスプレイ２Ａのそれ
ぞれに対応する走査信号を供給する。
【００６３】
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このように、本実施形態では、異なる複数のディスプレイ１Ａ，２Ａのそれぞれを駆動す
るための駆動用ＩＣを共有することができ、従って、別々に駆動用ＩＣを設ける場合と比
較して、消費電力を大幅に減少できる。
【００６４】
また、メインディスプレイ１Ａに配置される第１電極１５ａ及び第２電極１５ｂ、並びに
サブディスプレイ２Ａに配置される第３電極１５ｃ及び第４電極１５ｄは、それぞれ、直
線形状を有する。そして、メインディスプレイ１Ａに配置される第１電極１５ａとサブデ
ィスプレイ２Ａに配置される第３電極１５ｃとは、ほぼ互いに平行に配置される。このた
め、第１電極１５ａと第３電極１５ｃは、ほぼ最短距離で電気的に接続することができ、
それ故、第１電極１５ａと第３電極１５ｃの両方に共通して供給される画像信号が第３電
極１５ｃに対して遅延することを抑えることができる。
【００６５】
なお、メインディスプレイ１Ａに対するサブディスプレイ２Ａの接続の仕方として、メイ
ンディスプレイ１Ａにおける第１配線基板８ａが接着される一辺と直交する辺に第２配線
基板８ｂを接着し、サブディスプレイ２Ａを第１配線基板８ａが接着される一辺と直交す
る辺側に位置するようにしても良い。しかしながら、こうすると、第１電極１５ａと第３
電極１５ｃとを接続するための配線が長くなって、第３電極１５ｃへの信号の伝達が遅延
するおそれが考えられる。
【００６６】
これに対し、本実施形態のように、サブディスプレイ２Ａをメインディスプレイ１Ａの第
１配線基板８ａが接着される一辺と対向する辺側に位置させれば、そのような信号の伝達
の遅延を防ぐことができる。さらに、第１電極１５ａ及び第３電極１５ｃは、それぞれ、
配線抵抗の低い導電膜、例えばアルミニウム単体やアルミニウム合金等といったアルミニ
ウムを含む導電膜を用いることが望ましく、こうすれば、信号の遅延をさらに抑えること
ができる。
【００６７】
さらに、本実施形態では、メインディスプレイ１Ａを表示しているときには、サブディス
プレイ２Ａに走査信号を供給せず、さらに、サブディスプレイ２Ａを表示しているときに
はメインディスプレイ１Ａに走査信号を供給しないように、駆動用ＩＣ７内の駆動回路を
構成することができる。これにより、消費電力を低減できる。
【００６８】
（変形例）
上記実施形態では、メインディスプレイ１Ａ及びサブディスプレイ２Ａの両方共に透過型
の液晶パネル構造を用いたが、半透過反射型の液晶パネルや、反射型の液晶パネル等を用
いることもできる。
【００６９】
また、上記実施形態では、メインディスプレイ１Ａ及びサブディスプレイ２Ａの両方共に
単純マトリクス型の液晶パネルを用いたが、ＴＦＴ（Thin Film Transistor）等といった
２端子型のスイッチング素子や、ＴＦＤ（Thin Film Diode）等といった３端子型のスイ
ッチング素子を用いたアクティブマトリクス型の液晶パネルを用いることもできる。
【００７０】
（電気光学パネル及び電気光学装置の他の実施形態）
以下、ＴＦＤ素子を用いたアクティブマトリクス型の電気光学パネル及びその電気光学パ
ネルを用いて構成される電気光学装置に本発明を適用した場合の実施形態について説明す
る。なお、本実施形態は、単純マトリクス型の液晶パネルをディスプレイに用いた構造の
上記の実施形態と比較して、電極構造及び駆動回路構造が主に異なり、その他の構造につ
いてはほぼ同じであるため、主に、電極構造及び回路構造について図６を用いて説明する
。
【００７１】
図６は、本実施形態に係る液晶装置６０Ｂ内に配置された電極や配線の位置関係を説明す
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るための平面図である。図６において、液晶装置６０Ｂは、メインディスプレイ１Ｂと、
サブディスプレイ２Ｂとを有する。メインディスプレイ１Ｂ及びサブディスプレイ２Ｂは
、それぞれ、透過型でアクティブマトリクス型の液晶パネルであり、これらに照明装置及
び偏光板が装着される点は図３から図５に示した先の実施形態の場合と同じである。
【００７２】
なお、本実施形態において、電気光学パネルとしての液晶パネルは、メインディスプレイ
１Ｂの一部を構成すると共に液晶層を内蔵したパネル構造体である第１パネル３Ｂと、サ
ブディスプレイ２Ｂの一部を構成すると共に液晶層を内蔵したパネル構造体である第２パ
ネル４Ｂと、第１パネル３Ｂ及び第２パネル４Ｂの両方に接着によって接続された可撓性
の第２配線基板７８ｂとを有する。また、第１パネル３Ｂには、さらに、可撓性の第１配
線基板７８ａが接着によって接続される。
【００７３】
メインディスプレイ１Ｂは、第１基板８０ａと、それに対向する第２基板８０ｂとを所定
の間隙を隔ててシール材３０ａによって接着して固定することによって形成される。第１
基板８０ａ及び第２基板８０ｂは、例えば、透明なガラス、透明な石英、透明なプラスチ
ック等によって矩形状に形成される。また、シール材３０ａには、液晶を注入する際の液
晶注入口３１となる途切れ部分が形成され、この液晶注入口３１は液晶の注入後に、例え
ば紫外線硬化樹脂から成る封止材（図示せず）で封止される。
【００７４】
第１基板８０ａとそれに対向する第２基板８０ｂの間のうち、シール材３０ａで区画され
た領域、すなわち液晶注入領域内には電気光学物質としての９０度捩れのＴＮ（Twisted 
Nematic：ツイステッドネマチック）液晶（図示省略）が封入される。第１基板８０ａに
は直線状のライン配線７３が形成され、第１基板８０ａに対向する第２基板８０ｂにはラ
イン配線７３に直交する直線状の第２電極１５ｂが形成される。本実施形態では、ライン
配線７３にはデータ信号が供給され、第２電極には走査信号が供給されるものとする。
【００７５】
図６では図示を省略してあるが、第１基板８０ａ上には、図８に示すように、ライン配線
７３に電気的に接続するＴＦＤ素子７４と、そのＴＦＤ素子７４を介してライン配線７３
に電気的に接続する画素電極７５とが形成される。画素電極７５は、例えば、ＩＴＯ等と
いった透明導電膜によってドット状に形成される。
画素電極７５は、１つのライン配線７３の延在方向、すなわちＸ方向に沿って複数個が列
状に並べられ、さらに、その列状の画素電極７５がライン配線７３と直角の方向、すなわ
ちＹ方向に互いに平行に並べられている。この結果、複数の画素電極７５はＸ方向とＹ方
向とによって規定される平面内においてマトリクス状に配列される。
【００７６】
複数の画素電極７５は、それらの個々が表示ドットの１つづつを構成し、それらの表示ド
ットが複数個、マトリクス状に配列されることにより、映像を表示するための表示領域が
形成される。なお、Ｒ（赤）、Ｇ（緑）、Ｂ（青）やＣ（シアン）、Ｍ（マゼンタ）、Ｙ
（イエロー）等といった３原色の色絵素を有するカラーフィルタを用いる場合には、３原
色の色絵素に対応する３つの表示ドットによって１つの画素が構成される。また、カラー
フィルタを用いないで白黒表示を行う場合には、１つの表示ドットがそのまま１つの画素
を構成する。
【００７７】
図６において、サブディスプレイ２Ｂは、第１基板９０ａと、それに対向する第２基板９
０ｂとを所定の間隙を隔ててシール材３０ｂによって接着して固定することによって形成
される。第１基板９０ａ及びそれに対向する第２基板９０ｂは、例えば、透明なガラス、
透明な石英、透明なプラスチック等によって矩形状に形成される。
【００７８】
シール材３０ｂには、液晶を注入する際に液晶注入口３１となる途切れ部分が形成され、
この液晶注入口３１は液晶の注入後に、例えば、紫外線硬化樹脂から成る封止材（図示せ
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ず）で封止される。第１基板９０ａとそれに対向する第２基板９０ｂとの間のうちシール
材３０ｂで区画された領域、すなわち液晶封入領域内には、電気光学物質としての９０度
捩れのＴＮ液晶（図示省略）が封入される。
【００７９】
第１基板９０ａには直線状のライン配線８３が形成され、第１基板９０ａに対向する第２
基板９０ｂにはライン配線８３に直交する直線状の第４電極１５ｄが形成される。本実施
形態では、ライン配線８３にはデータ信号が供給され、第４電極１５ｄには走査信号が供
給されるものとする。
【００８０】
第１基板９０ａ上には、ライン配線８３に電気的に接続するＴＦＤ素子（図示省略）と、
そのＴＦＤ素子を介してライン配線８３に電気的に接続する画素電極（図示省略）とが形
成される。この画素電極は、例えば、ＩＴＯ等といった透明導電膜によって形成される。
また、１つの画素は、画素電極と第４電極１５ｄとの交差部分によって形成される。なお
、サブディスプレイ２Ｂに含まれるＴＦＤ素子及び画素電極は、メインディスプレイ１Ｂ
に含まれるＴＦＤ素子７４及び画素電極７６と同じ構成とすることができる。
【００８１】
個々のＴＦＤ素子７４は、図９に示すように、第１ＴＦＤ要素７６ａと第２ＴＦＤ要素７
６ｂとを直列に接続することによって形成されている。このＴＦＤ素子７４は、例えば、
次のようにして形成される。すなわち、まず、ＴａＷ（タンタルタングステン）によって
ライン配線７３の第１層７７ａ及びＴＦＤ素子７４の第１金属８６を形成する。次に、陽
極酸化処理によってライン配線７３の第２層７７ｂ及びＴＦＤ素子７４の絶縁膜８７を形
成する。次に、例えばＣｒ（クロム）によってライン配線７３の第３層７７ｃ及びＴＦＤ
素子７４の第２金属８８を形成する。
【００８２】
第１ＴＦＤ要素７６ａの第２金属８８はライン配線７３の第３層７７ｃから延びている。
また、第２ＴＦＤ要素７６ｂの第２金属８８の先端に重なるように、画素電極７５が形成
される。ライン配線７３から画素電極７５へ向けて電気信号が流れることを考えれば、そ
の電流方向に従って、第１ＴＦＤ要素７６ａでは第２電極８８→絶縁膜８７→第１金属８
６の順に電気信号が流れ、一方、第２ＴＦＤ要素７６ｂでは第１金属８６→絶縁膜８７→
第２金属８８の順に電気信号が流れる。
【００８３】
つまり、第１ＴＦＤ要素７６ａと第２ＴＦＤ要素７６ｂとの間では電気的に逆向きの一対
のＴＦＤ要素が互いに直列に接続されている。このような構造は、一般に、バック・ツー
・バック（Back-to-Back）構造と呼ばれており、この構造のＴＦＤ素子は、ＴＦＤ素子を
１個のＴＦＤ要素だけによって構成する場合に比べて、安定した特性を得られることが知
られている。なお、図において符号８４は、必要に応じて設けられる下地膜を示している
。
【００８４】
図６に示すメインディスプレイ１Ｂにおいて、第１基板８０ａはそれに対向する第２基板
８０ｂよりも大きく形成され、さらに、第１基板８０ａは第２基板の対向する２辺からそ
れぞれ張り出した第１張出し部８１ａ及び第２張出し部８１ｂを有する。また、サブディ
スプレイ２Ｂにおいて、第１基板９０ａはそれに対向する第２基板９０ｂよりも大きく形
成され、さらに、第１基板９０ａは第２基板９０ｂから張り出した第３張出し部８１ｃを
有する。
【００８５】
第１張出し部８１ａには、可撓性の第１配線基板７８ａが第２基板８０ｂの１辺に沿って
接着される接続領域が設けられ、この接続領域より内側には、その接続領域と平行にＩＣ
実装領域が設けられる。このＩＣ実装領域は、メインディスプレイ１Ｂ及びサブディスプ
レイ２Ｂに配置されるライン配線７３及び８３、並びに第２電極１５ｂ及び１５ｄに駆動
信号を出力する半導体装置としての駆動用ＩＣを実装するための領域である。
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【００８６】
本実施形態では、駆動用ＩＣとして、データ線駆動用ＩＣ６７ａと、走査線駆動用ＩＣ６
７ｂとが設けられる。走査線駆動用ＩＣ６７ｂは、データ線駆動用ＩＣ６７ａを間に挟ん
でＩＣ実装領域の両脇に１つづつ設けられる。データ線駆動用ＩＣ６７ａは、メインディ
スプレイ１Ｂのライン配線７３及びサブディスプレイ２Ｂのライン配線８３へ画像信号を
供給する。また、走査線駆動用ＩＣ６７ｂは、メインディスプレイ１Ｂの第２電極１５ｂ
及びサブディスプレイ２Ｂの第４電極１５ｄへ走査信号を供給する。
【００８７】
メインディスプレイ１Ｂの第１基板８０ａの第１張出し部８１ａに設けられた第１配線基
板７８ａのための接続領域は、可撓性の第１配線基板７８ａを第１基板８０ａに接続する
ための領域であり、こうして接続された第１配線基板７８ａは、外部から駆動用ＩＣ６７
ａ及び６７ｂへ各種の信号や電源電圧を供給する。駆動用ＩＣ６７ａ及び６７ｂは、ベア
チップ状態であり、それらの能動面を第１基板８０ａに対向させた状態で当該第１基板８
０ａへ実装される。この実装方法は、いわゆるＣＯＧ（Chip On Glass）方式の実装方法
である。
【００８８】
一方、第１基板８０ａの第２張出し部８１ｂには、可撓性の第２配線基板７８ｂが第１基
板８０ａの１辺に沿って接着される接続領域が設けられる。また、サブディスプレイ２Ｂ
の第１基板９０ａの張出し部８１ｃには、第１基板９０ａの１辺に沿って第２配線基板７
８ｂが接着される接続領域が設けられる。
【００８９】
メインディスプレイ１Ｂの第１基板８０ａに対向する第２基板８０ｂに形成された第２電
極１５ｂは、当該第２基板８０ｂ上に配置された引回し配線９６の一端部に電気的に接続
する。さらに、引回し配線９６の他端部は、第１基板８０ａとそれに対向する第２基板８
０ｂとをシール材３０ａで接着したときに、そのシール材３０ａの中に含まれる導通材を
介して、引回し配線９４の端部に接続される。
【００９０】
この引回し配線９４は、第１基板８０ａにおいて走査線駆動用ＩＣ６７ｂが実装される領
域の両端から延びている。また、引回し配線９４は、走査線駆動用ＩＣ６７ｂに備えられ
た出力電極２６にＡＣＦ（Anisotropic Conductive Film：異方性導電膜）を介して電気
的に接続される。以上から分かるように、引回し配線９４及び９６は、第２電極１５ｂと
走査線駆動用ＩＣ６７ｂとを電気的に接続する第２配線として機能する。
【００９１】
メインディスプレイ１Ｂの第１基板８０ａに形成されたライン配線７３は、その一端部が
第１配線９５の一端部に電気的に接続し、この第１配線９５の他端部はデータ線駆動用Ｉ
Ｃ６７ａに備えられた出力電極２６にＡＣＦを介して電気的に接続される。一方、一部（
本実施形態では４つ）のライン配線７３の他端部は、第２張出し部８１ｂに配置された第
３配線９７に電気的に接続する。また、第１基板８０ａ上には、可撓性の第２配線基板７
８ｂと駆動用ＩＣ６７ｂとを電気的に接続する第４配線９３が第１基板８０ａの縁部に沿
って配置され、その端部は第２張出し部８１ｂに配置されている。
【００９２】
サブディスプレイ２Ｂの第１基板９０ａには、ライン配線８３に電気的に接続する第５配
線９１と、引回し配線９２とが形成される。また、第１基板９０ａに対向する第２基板９
０ｂには、第４電極１５ｄと電気的に接続する引回し配線９８が形成される。第１基板９
０ａ上の引回し配線９２と第２基板９０ｂ上の引回し配線９８とは、シール材３０ｂに混
入された導電材により互いに電気的に接続される。これらの引回し配線９２及び９８は、
第４電極１５ｄと駆動用ＩＣ６７ｂとを電気的に接続する第６配線として機能する。第５
配線９１と、第６配線の一部である引回し配線９２とは、第２配線基板７８ｂに備えられ
た電極にＡＣＦ６（図３参照）を介して電気的に接続される。
【００９３】



(15) JP 4178870 B2 2008.11.12

10

20

30

40

50

メインディスプレイ１Ｂに形成された上記の第３配線９７は、第２配線基板７８ｂに備え
られた電極を介してサブディスプレイ２Ｂの第５配線９１に電気的に接続される。ここで
、第５配線９１とライン配線８３とは電気的に接続されているので、ライン配線８３には
、メインディスプレイ１Ｂ内のライン配線７３の一部を介して画像信号がデータ線駆動用
ＩＣ６７ａから供給されることになる。言い換えると、メインディスプレイ１Ｂとサブデ
ィスプレイ２Ｂは、１つのデータ駆動用ＩＣ６７ａから供給される画像信号が印加される
配線を共有する。
【００９４】
メインディスプレイ１Ｂ内の第４配線９３は、第２配線基板７８ｂに備えられた電極を介
して引回し配線９２に電気的に接続される。すなわち、メインディスプレイ１Ｂに対して
信号を供給する走査線駆動用ＩＣ６７ｂと同じ駆動用ＩＣからサブディスプレイ２Ｂの第
４電極１５ｄへ走査信号が供給される。言い換えると、１つの走査線駆動用ＩＣ６７ｂは
、メインディスプレイ１Ｂとサブディスプレイ２Ｂの両方に対応する走査信号を供給する
。
【００９５】
このように、本実施形態では、異なる複数のディスプレイを駆動するための駆動用ＩＣを
共有することができ、ディスプレイ毎に別々に駆動用ＩＣを設ける場合と比較して、消費
電力を大幅に低減できる。
【００９６】
さらに、本実施形態においても、メインディスプレイ１Ｂを表示しているときには、サブ
ディスプレイ２Ｂに走査信号を供給せず、さらに、サブディスプレイ２Ｂを表示している
ときには、メインディスプレイ１Ｂに走査信号を供給しないように駆動回路を構成でき、
これにより、消費電力をさらに低減できる。
【００９７】
以上のように、本発明は、単純マトリクス型の液晶装置だけでなく、アクティブマトリク
ス型の液晶装置にも適用できる。
【００９８】
（変形例）
上記実施形態では、メインディスプレイ１Ａ，１Ｂに設けられた第２電極１５ｂ及びサブ
ディスプレイ２Ａ，２Ｂに設けられた第４電極１５ｄは、いずれも、櫛歯状に配置されて
いる。これに対し、第２電極１５ｂ及び第４電極１５ｄを図７に示す液晶装置６０Ｃのよ
うに配置しても良い。
【００９９】
この液晶装置６０Ｃでは、メインディスプレイ１Ｃ、サブディスプレイ２Ｃのそれぞれの
パネル画面を図の上下に分割し、パネル画面の上部に対応する領域では、図面上でパネル
の左辺から第２電極１５ｂ及び第４電極１５ｄが表示領域に向かって延在し、一方、パネ
ル画面下部に対応する領域では、図面上でパネルの右辺から第２電極１５ｂ及び第４電極
１５ｄが表示領域に向かって延在する。
【０１００】
なお、図７に示す実施形態は、単純マトリクス型の液晶装置に本発明を適用したものであ
り、図５に示した単純マトリクス型の液晶装置と比べて、第２電極１５ｂ及び第４電極１
５ｄの配置だけが異なるものである。従って、図７に示す実施形態において、図５に示す
実施形態の場合と同じ要素は同じ符号を付して示すことにする。
【０１０１】
次に、上記の実施形態では、画像信号が印加されるメインディスプレイ上の配線の一部と
、画像信号が印加されるサブディスプレイ上の配線とを電気的に接続することにより、画
像信号が印加される配線を電気的に共有した。しかしながら、配線の共有の仕方はこれ以
外に種々考えられ、例えば、走査信号が印加されるメインディスプレイ上の配線の一部と
、走査信号が印加されるサブディスプレイ上の配線とを電気的に接続することにより、走
査信号が印加される配線を電気的に共有することもできる。
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【０１０２】
また、上記の実施形態では、メインディスプレイ１Ａ，１Ｂ，１Ｃ及びサブディスプレイ
２Ａ，２Ｂ，２Ｃは、いずれも、モノクロ表示のディスプレイを例に挙げて説明した。し
かしながら、本発明は、一方又は両方のディスプレイがカラー表示を行う構造の液晶装置
に対しても適用できる。
【０１０３】
また、上記の実施形態では、透過型の液晶装置を例に挙げて説明したが、本発明は、半透
過反射型の液晶装置や反射型の液晶装置に対しても適用できる。
【０１０４】
また、図３から図５に示した液晶装置６０Ａでは、メインディスプレイ１Ａとサブディス
プレイ２Ａとが電子機器に組み込まれた状態で互いに対向する面に位置するものと考えた
。しかしながら、メインディスプレイとサブディスプレイとの位置関係はこれ以外に種々
考えられ、例えば、メインディスプレイとサブディスプレイとを同じ面に位置させること
もでき、あるいは、メインディスプレイが位置する面から見た側面にサブディスプレイが
位置するといった構造とすることもできる。
【０１０５】
また、上記の実施形態では、１つの液晶装置に２つのディスプレイを設ける場合を例示し
たが、ディスプレイは１つの液晶装置に対して３つ以上設けることもできる。
【０１０６】
また、上記の実施形態では、電子機器として携帯電話機を例に挙げたが、本発明は、複数
のディスプレイを有する構造のあらゆる種類の電子機器に対して適用できる。
【０１０７】
（電気光学パネル及び電気光学装置のさらに他の実施形態）
図１０は、本発明に係る電気光学パネル及び電気光学装置のさらに他の実施形態の平面構
造を示している。ここに示す電気光学パネルは液晶パネルであり、電気光学装置は液晶装
置である。また、この液晶パネルは、ＴＦＤ素子等といったスイッチング素子を用いるア
クティブマトリクス方式であり、さらに照明装置をバックライトとして用いる透過方式で
ある。これらの方式は、図６に示した先の実施形態に係る液晶装置６０Ｂで用いられる液
晶パネルと同じである。
【０１０８】
図１０に示す電気光学パネル及び電気光学装置において、図６に示した電気光学パネル及
び電気光学装置と同じ要素は同じ符号を用いて示すことにして、その要素の説明は省略す
るものとする。
【０１０９】
図１０において、メインディスプレイ１Ｄを構成する主たるパネル構造体である第１パネ
ル３Ｄと、サブディスプレイ２Ｄを構成する主たるパネル構造体である第２パネル４Ｄと
を、第２配線基板６８によってつなぐことにより、液晶パネルが構成される。そして、こ
の液晶パネルに偏光板、照明装置、その他の必要な付帯要素を装着することにより、液晶
装置６０Ｄが構成される。
【０１１０】
図６の液晶装置６０Ｂでは、外部回路からの信号等を液晶装置６０Ｂへ導くための第１配
線基板７８ａと、メインディスプレイ１Ｂとサブディスプレイ２Ｂとをつなぐ第２配線基
板７８ｂとを別々に設けたが、図１０の液晶装置６０Ｄでは、外部回路からの信号等を液
晶装置６０Ｄへ導くための機能も第２配線基板６８に持たせてある。
【０１１１】
図６の液晶装置６０Ｂと同様に、図１０の液晶装置６０Ｄにおいても、メインディスプレ
イ１Ｄにおいて信号線として機能するライン配線７３は、第１配線９５を通してデータ線
駆動用ＩＣ６７ａの出力電極２６に接続される。また、走査線として機能する第２電極１
５ｂは、引回し配線９６及び引回し配線９４によって構成される第２配線を通して走査線
駆動用ＩＣ６７ｂの出力電極２６に接続される。
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【０１１２】
また、サブディスプレイ２Ｄにおいて信号線として機能するライン配線８３は、サブディ
スプレイ２Ｄの第１基板９０ａ上に形成された第５配線９１、第２配線基板６８上に形成
された配線１０９ａ、及びメインディスプレイ１Ｄの第１基板８０ａ上に形成された第３
配線９７の各配線を通してデータ線駆動用ＩＣ６７ａの出力電極２６に接続される。
【０１１３】
また、サブディスプレイ２Ｄにおいて走査線として機能する第４電極１５ｄは、第２基板
９０ｂ上に形成した引回し配線９８及び第１基板９０ａ上に形成した引回し配線９２によ
って構成される第６配線、第２配線基板６８上に形成された配線１０９ｂ、並びにメイン
ディスプレイ１Ｄの第１基板８０ａ上に形成された第４配線９３の各配線を通して走査線
駆動用ＩＣ６７ｂの出力電極２６に接続される。
【０１１４】
本実施形態では、メインディスプレイ１Ｄのライン配線（すなわち、信号線）７３と、サ
ブディスプレイ２Ｄのライン配線（すなわち、信号線）８３とが、データ線駆動用ＩＣ６
７ａの同じ出力電極２６に接続されており、従って、信号線が共有される状態となってい
る。
【０１１５】
図６に示した液晶装置６０Ｂでは、サブディスプレイ２Ｂ内の第２パネル４Ｂは、メイン
ディスプレイ１Ｂにおいて駆動回路すなわち駆動用ＩＣ６７ａ及び６７ｂを実装した辺（
すなわち、第１張出し部８１ａに対応する辺）に対向する辺（すなわち、第２張出し部８
１ｂに対応する辺）の所で、第２配線基板７８ｂによってメインディスプレイ１Ｂ内の第
１パネル３Ｂに接続された。
【０１１６】
これに対し、図１０に示した本実施形態では、サブディスプレイ２Ｄ内の第２パネル４Ｄ
は、メインディスプレイ１Ｄにおいて駆動回路すなわち駆動用ＩＣ６７ａ及び６７ｂを実
装した辺（すなわち、第１張出し部８１ａに対応する辺）の所で、第２配線基板６８によ
ってメインディスプレイ１Ｄ内の第１パネル３Ｄに接続される。
【０１１７】
換言すれば、図６の実施形態の場合には、メインディスプレイ１Ｂの表示領域とサブディ
スプレイ２Ｂとが駆動用ＩＣ６７ａ，６７ｂに対して同じ方向の側に配置されたのに対し
、図１０に示す本実施形態では、メインディスプレイ１Ｄの表示領域とサブディスプレイ
２Ｄとが駆動用ＩＣ６７ａ，６７ｂを挟んで互いに反対側に配置されている。
【０１１８】
（電気光学パネル及び電気光学装置のさらに他の実施形態）
図１１は、本発明に係る電気光学パネル及び電気光学装置のさらに他の実施形態の平面構
造を示している。ここに示す電気光学パネルは液晶パネルであり、電気光学装置は液晶装
置である。また、この液晶パネルは、ＴＦＤ素子等といったスイッチング素子を用いるア
クティブマトリクス方式であり、さらに照明装置をバックライトとして用いる透過方式で
ある。これらの方式は、図６に示した先の実施形態に係る液晶装置６０Ｂや図１０に示し
た先の実施形態に係る液晶装置６０Ｄで用いられる液晶パネルと同じである。
【０１１９】
図１１に示す電気光学パネル及び電気光学装置において、図６及び図１０に示した電気光
学パネル及び電気光学装置と同じ要素は同じ符号を用いて示すことにして、その要素の説
明は省略するものとする。
【０１２０】
図１１において、メインディスプレイ１Ｅを構成する主たるパネル構造体である第１パネ
ル３Ｅと、サブディスプレイ２Ｅを構成する主たるパネル構造体である第２パネル４Ｅと
を、第２配線基板６８によってつなぐことにより、液晶パネルが構成される。そして、こ
の液晶パネルに偏光板、照明装置、その他の必要な付帯要素を装着することにより、液晶
装置６０Ｅが構成される。この実施形態でも、図１０の場合と同様に、第２配線基板６８
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は、メインディスプレイ１Ｅとサブディスプレイ２Ｅとをつなぐ機能と、外部回路からの
信号等を液晶装置６０Ｅへ導くための機能の両方を併有する。
【０１２１】
図１１の液晶装置６０Ｅにおいても、メインディスプレイ１Ｅにおいて信号線として機能
するライン配線７３は、第１配線９５を通してデータ線駆動用ＩＣ６７ａの出力電極２６
に接続される。また、走査線として機能する第２電極１５ｂは、引回し配線９６及び引回
し配線９４によって構成される第２配線を通して走査線駆動用ＩＣ６７ｂの出力電極２６
に接続される。
【０１２２】
また、サブディスプレイ２Ｅにおいて信号線として機能するライン配線８３は、サブディ
スプレイ２Ｅの第１基板９０ａ上に形成された第５配線９１、第２配線基板６８上に形成
された配線１０９ａ、及びメインディスプレイ１Ｅの第１基板８０ａ上に形成された第３
配線９７の各配線を通してデータ線駆動用ＩＣ６７ａの出力電極２６に接続される。
【０１２３】
また、サブディスプレイ２Ｅにおいて走査線として機能する第４電極１５ｄは、第２基板
９０ｂ上に形成した引回し配線９８及び第１基板９０ａ上に形成した引回し配線９２によ
って構成される第６配線、第２配線基板６８上に形成された配線１０９ｂ、並びにメイン
ディスプレイ１Ｅの第１基板８０ａ上に形成された第４配線９３の各配線を通して走査線
駆動用ＩＣ６７ｂの出力電極２６に接続される。
【０１２４】
本実施形態では、メインディスプレイ１Ｅの第２電極１５ｂ（すなわち、走査線）と、サ
ブディスプレイ２Ｅの第４電極１５ｄ（すなわち、走査線）とが、走査線駆動用ＩＣ６７
ｂの同じ出力電極２６に接続されており、従って、走査線が共有される状態となっている
。
【０１２５】
また、本実施形態でも、サブディスプレイ２Ｅ内の第２パネル４Ｅは、メインディスプレ
イ１Ｅにおいて駆動回路すなわち駆動用ＩＣ６７ａ及び６７ｂを実装した辺（すなわち、
第１張出し部８１ａに対応する辺）の所で、第２配線基板６８によってメインディスプレ
イ１Ｅ内の第１パネル３Ｅに接続される。つまり、メインディスプレイ１Ｅの表示領域と
サブディスプレイ２Ｅとは、駆動用ＩＣ６７ａ，６７ｂを挟んで互いに反対側に配置され
ている。
【０１２６】
（電気光学パネル及び電気光学装置のさらに他の実施形態）
図１２は、本発明に係る電気光学パネル及び電気光学装置のさらに他の実施形態の平面構
造を示している。ここに示す電気光学パネルは液晶パネルであり、電気光学装置は液晶装
置である。また、この液晶パネルは、ＴＦＤ素子等といったスイッチング素子を用いるア
クティブマトリクス方式であり、さらに照明装置をバックライトとして用いる透過方式で
ある。これらの方式は、図６に示した先の実施形態に係る液晶装置６０Ｂや、図１０に示
した先の実施形態に係る液晶装置６０Ｄや、図１１に示した先の実施形態に係る液晶装置
６０Ｅで用いられる液晶パネルと同じである。
【０１２７】
図１２に示す電気光学パネル及び電気光学装置において、図６、図１０及び図１１に示し
た電気光学パネル及び電気光学装置と同じ要素は同じ符号を用いて示すことにして、その
要素の説明は省略するものとする。
【０１２８】
図１２において、メインディスプレイ１Ｆを構成する主たるパネル構造体である第１パネ
ル３Ｆと、サブディスプレイ２Ｆを構成する主たるパネル構造体である第２パネル４Ｆと
を、第２配線基板６８によってつなぐことにより、液晶パネルが構成される。そして、こ
の液晶パネルに偏光板、照明装置、その他の必要な付帯要素を装着することにより、液晶
装置６０Ｆが構成される。この実施形態でも、図１１の場合と同様に、第２配線基板６８
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は、メインディスプレイ１Ｆとサブディスプレイ２Ｆとをつなぐ機能と、外部回路からの
信号等を液晶装置６０Ｆへ導くための機能の両方を併有する。
【０１２９】
図１２の液晶装置６０Ｆにおいても、メインディスプレイ１Ｆにおいて信号線として機能
するライン配線７３は、第１配線９５を通してデータ線駆動用ＩＣ６７ａの出力電極２６
に接続される。また、走査線として機能する第２電極１５ｂは、引回し配線９６及び引回
し配線９４によって構成される第２配線を通して走査線駆動用ＩＣ６７ｂの出力電極２６
に接続される。
【０１３０】
また、サブディスプレイ２Ｆにおいて信号線として機能するライン配線８３は、サブディ
スプレイ２Ｆの第１基板９０ａ上に形成された第５配線９１、第２配線基板６８上に形成
された配線１０９ａ、及びメインディスプレイ１Ｆの第１基板８０ａ上に形成された第３
配線９７の各配線を通してデータ線駆動用ＩＣ６７ａの出力電極２６に接続される。
【０１３１】
また、サブディスプレイ２Ｆにおいて走査線として機能する第４電極１５ｄは、第２基板
９０ｂ上に形成した引回し配線９８及び第１基板９０ａ上に形成した引回し配線９２によ
って構成される第６配線、第２配線基板６８上に形成された配線１０９ｂ、並びにメイン
ディスプレイ１Ｆの第１基板８０ａ上に形成された第４配線９３の各配線を通して走査線
駆動用ＩＣ６７ｂの出力電極２６に接続される。
【０１３２】
本実施形態では、駆動用ＩＣ６７ａ及び６７ｂの出力電極２６がメインディスプレイ１Ｆ
とサブディスプレイ２Ｆとの間で共通に使用されることがない。すなわち、メインディス
プレイ１Ｆのライン配線７３、メインディスプレイ１Ｆの第２電極１５ｂ、サブディスプ
レイ２Ｆのライン配線８３、及びサブディスプレイ２Ｆの第４電極１５ｄは、それぞれ、
駆動用ＩＣ６７ａ，６７ｂの出力電極２６の異なる部分に接続される。つまり、本実施形
態では、信号線及び走査線のいずれも共有されない状態となっている。
【０１３３】
また、本実施形態でも、サブディスプレイ２Ｆ内の第２パネル４Ｆは、メインディスプレ
イ１Ｆにおいて駆動回路すなわち駆動用ＩＣ６７ａ及び６７ｂを実装した辺（すなわち、
第１張出し部８１ａに対応する辺）の所で、第２配線基板６８によってメインディスプレ
イ１Ｆ内の第１パネル３Ｆに接続される。つまり、メインディスプレイ１Ｆの表示領域と
サブディスプレイ２Ｆとは、駆動用ＩＣ６７ａ，６７ｂを挟んで互いに反対側に配置され
ている。
【０１３４】
（電気光学パネル及び電気光学装置のさらに他の実施形態）
図１３は、本発明に係る電気光学パネル及び電気光学装置のさらに他の実施形態の平面構
造を示している。ここに示す電気光学パネルは液晶パネルであり、電気光学装置は液晶装
置である。また、この液晶パネルは、ＴＦＤ素子等といったスイッチング素子を用いるア
クティブマトリクス方式であり、さらに照明装置をバックライトとして用いる透過方式で
ある。これらの方式は、図６に示した先の実施形態に係る液晶装置６０Ｂで用いられる液
晶パネルと同じである。
【０１３５】
図１３に示す電気光学パネル及び電気光学装置において、図６に示した電気光学パネル及
び電気光学装置と同じ要素は同じ符号を用いて示すことにして、その要素の説明は省略す
るものとする。
【０１３６】
図１３において、メインディスプレイ１Ｇを構成する主たるパネル構造体である第１パネ
ル３Ｇと、サブディスプレイ２Ｇを構成する主たるパネル構造体である第２パネル４Ｇと
を、第２配線基板６８ｂによってつなぐことにより、液晶パネルが構成される。そして、
この液晶パネルに偏光板、照明装置、その他の必要な付帯要素を装着することにより、液
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晶装置６０Ｇが構成される。
【０１３７】
本実施形態では、図６の液晶装置６０Ｂと同様に、外部回路からの信号等を液晶装置６０
Ｇへ導くための第１配線基板６８ａがメインディスプレイ１Ｇに接続される。つまり、メ
インディスプレイ１Ｇとサブディスプレイ２Ｇとをつなぐ第２配線基板６８ａと、外部回
路からの信号等を液晶装置６０Ｇへ導くための第１配線基板６８ａとが別々に用いられる
。
【０１３８】
図６の液晶装置６０Ｂと同様に、図１３の液晶装置６０Ｇにおいても、メインディスプレ
イ１Ｇにおいて信号線として機能するライン配線７３は、第１配線９５を通してデータ線
駆動用ＩＣ６７ａの出力電極２６に接続される。また、走査線として機能する第２電極１
５ｂは、第２基板８０ｂ側の引回し配線９６及び第１基板８０ａ側の引回し配線９４によ
って構成される第２配線を通して走査線駆動用ＩＣ６７ｂの出力電極２６に接続される。
【０１３９】
また、サブディスプレイ２Ｇにおいて信号線として機能するライン配線８３は、サブディ
スプレイ２Ｇの第１基板９０ａ上に形成された第５配線９１、第２配線基板６８ｂ上に形
成された配線１０９ａ、そして、メインディスプレイ１Ｇの第２基板８０ｂ上に形成され
た引回し配線９７ｂと第１基板８０ａ上に形成された引回し配線９７ａから成る第３配線
の各配線を通してデータ線駆動用ＩＣ６７ａの出力電極２６に接続される。
【０１４０】
また、サブディスプレイ２Ｇにおいて走査線として機能する第４電極１５ｄは、第２基板
９０ｂ上に形成した引回し配線９８及び第１基板９０ａ上に形成した引回し配線９２によ
って構成される第６配線、第２配線基板６８ｂ上に形成された配線１０９ｂ、並びにメイ
ンディスプレイ１Ｇの第２基板８０ｂ上に形成された第４配線９３の各配線を通して走査
線駆動用ＩＣ６７ｂの出力電極２６に接続される。
【０１４１】
本実施形態では、メインディスプレイ１Ｇの第２電極１５ｂ（すなわち、走査線）と、サ
ブディスプレイ２Ｇの第４電極１５ｄ（すなわち、走査線）とが、走査線駆動用ＩＣ６７
ｂの同じ出力電極２６に接続されており、従って、走査線が共有される状態となっている
。
【０１４２】
図６に示した液晶装置６０Ｂでは、サブディスプレイ２Ｂ内の第２パネル４Ｂは、メイン
ディスプレイ１Ｂにおいて駆動回路すなわち駆動用ＩＣ６７ａ及び６７ｂを実装した辺（
すなわち、第１張出し部８１ａに対応する辺）に対向する辺（すなわち、第２張出し部８
１ｂに対応する辺）の所で、第２配線基板７８ｂによってメインディスプレイ１Ｂ内の第
１パネル３Ｂに接続される。
【０１４３】
これに対し、図１３に示した本実施形態では、サブディスプレイ２Ｇ内の第２パネル４Ｇ
は、メインディスプレイ１Ｇにおいて駆動回路すなわち駆動用ＩＣ６７ａ及び６７ｂを実
装した辺（すなわち、第１張出し部８１ａに対応する辺）の隣辺の所で、第２配線基板６
８ｂによってメインディスプレイ１Ｇ内の第１パネル３Ｇに接続される。
【０１４４】
換言すれば、図６の実施形態の場合には、メインディスプレイ１Ｂの表示領域とサブディ
スプレイ２Ｂとが駆動用ＩＣ６７ａ，６７ｂに対して同じ方向の側に配置されたのに対し
、図１３に示す本実施形態では、メインディスプレイ１Ｇの表示領域とサブディスプレイ
２Ｇとが駆動用ＩＣ６７ａ，６７ｂの配列方向と平行の方向に並んで配置されている。
【０１４５】
なお、図１３の実施形態では、メインディスプレイ１Ｇとサブディスプレイ２Ｇとの間で
走査線を共用するようにしたが、これに代えて、信号線を共用することもできる。このこ
とは、例えばメインディスプレイ１Ｇ側のライン配線７３の一端とサブディスプレイ２Ｇ
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側のライン配線８３の一端とを配線によって電気的に接続することによって達成できる。
【０１４６】
（その他の実施形態）
以上、いくつかの好ましい実施形態を挙げて本発明を説明したが、本発明はそれらの実施
形態に限定されるものでなく、請求の範囲に記載した発明の範囲内で種々に改変できる。
【０１４７】
例えば、以上の実施形態では、液晶としてＴＮ型やＳＴＮ型を用いる場合を例示したが、
これらの液晶に代えて、ＢＴＮ（Bi-stable Twisted Nematic）型や強誘電型等といった
メモリ性を有する双安定型や、高分子分散型や、ＧＨ（ゲストホスト）型等といった液晶
と用いることもできる。
【０１４８】
ここで、ＧＨ型液晶とは、分子の長軸方向と短軸方向とで可視光の吸収に異方性を有する
染料（すなわち、ゲスト）を一定の分子配列の液晶（すなわち、ホスト）に溶解して、染
料分子を液晶分子と平行に配列させた構造の液晶である。
【０１４９】
また、電圧無印加時には液晶分子が両基板に対して垂直方向に配列する一方、電圧印加時
には液晶分子が両基板に対して水平方向に配列する、という垂直配向（すなわち、ホメオ
トロピック配向）の構成とすることもできる。また、電圧無印加時には液晶分子が両基板
に対して水平方向に配列する一方、電圧印加時には液晶分子が両基板に対して垂直方向に
配列する、という平行配向、すなわち水平配向（すなわち、ホモジニアス配向）の構成と
することもできる。
【０１５０】
このように、本発明は、液晶や配向方式が異なる種々の液晶装置に適用できる。
【０１５１】
次に、上記実施形態では、電気光学装置として液晶装置を例示したが、本発明を適用可能
な電気光学装置としては、例えば、有機エレクトロルミネッセンス装置、無機エレクトロ
ルミネッセンス装置、プラズマディスプレイ装置、電気泳動ディスプレイ装置（ＥＰＤ：
Electrophoretic Display）、フィールドエミッションディスプレイ装置（ＦＥＤ：Field
 Emission Display：電界放出表示装置）等が考えられる。
【０１５２】
次に、上記実施形態では、電子機器として携帯電話機を例示したが、本発明を適用可能な
電子機器としては、例えば、パーソナルコンピュータ、デジタルスチルカメラ、腕時計型
電子機器、ＰＤＡ（Personal Digital Assistant）、テレビ、ビューファインダ型のビデ
オテープレコーダ、モニタ直視型のビデオテープレコーダ、カーナビゲーション装置、ペ
ージャ、電子手帳、電卓、ワードプロセッサ、ワークステーション、テレビ電話機、ＰＯ
Ｓ端末器等が挙げられる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明を電子機器の一例である携帯電話機に適用した場合の一実施形態を示して
おり、特に、（ａ）はその携帯電話機を開いた状態を示し、（ｂ）はその携帯電話機を閉
じた状態を示している。
【図２】図１に示した携帯電話機の要部を分解して示す斜視図である。
【図３】本発明を電気光学パネルの一例である液晶パネル及び電気光学装置の一例である
液晶装置に適用した場合の一実施形態を示す断面図である。
【図４】図３に示す液晶装置の斜視図である。
【図５】図３に示す液晶装置の内部の平面構造を示す平面断面図である。
【図６】本発明を電気光学パネルの一例である液晶パネル及び電気光学装置の一例である
液晶装置に適用した場合の他の実施形態を示す平面断面図である。
【図７】本発明を電気光学パネルの一例である液晶パネル及び電気光学装置の一例である
液晶装置に適用した場合のさらに他の実施形態を示す平面断面図である。
【図８】本発明に係る電気光学パネルで用いることができるスイッチング素子の一例を示
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す平面図である。
【図９】図８に示したスイッチング素子の１つを示す斜視図である。
【図１０】本発明を電気光学パネルの一例である液晶パネル及び電気光学装置の一例であ
る液晶装置に適用した場合のさらに他の実施形態を示す平面断面図である。
【図１１】本発明を電気光学パネルの一例である液晶パネル及び電気光学装置の一例であ
る液晶装置に適用した場合のさらに他の実施形態を示す平面断面図である。
【図１２】本発明を電気光学パネルの一例である液晶パネル及び電気光学装置の一例であ
る液晶装置に適用した場合のさらに他の実施形態を示す平面断面図である。
【図１３】本発明を電気光学パネルの一例である液晶パネル及び電気光学装置の一例であ
る液晶装置に適用した場合のさらに他の実施形態を示す平面断面図である。
【符号の説明】
１Ａ，１Ｂ，１Ｃ，１Ｄ，１Ｅ，１Ｆ，１Ｇ　　メインディスプレイ
２Ａ，２Ｂ，２Ｃ，２Ｄ，２Ｅ，２Ｆ，２Ｇ　　サブディスプレイ
３Ａ，３Ｂ，３Ｃ，３Ｄ，３Ｅ，３Ｆ，３Ｇ　　第１パネル
４Ａ，４Ｂ，４Ｃ，４Ｄ，４Ｅ，４Ｆ，４Ｇ　　第２パネル
７，６７ａ，６７ｂ　　駆動用ＩＣ
８ａ，７８ａ　　　　　第１配線基板
８ｂ，７８ｂ　　　　　第２配線基板
１０ａ，８０ａ　　　　　第１基板
１０ｂ，８０ｂ　　　　　第２基板
１５ａ　　　　　　　　　第１電極
１５ｂ　　　　　　　　　第２電極
１５ｃ　　　　　　　　　第３電極
１５ｄ　　　　　　　　　第４電極
３２，９７　　　　　　　第３配線
３３，９３　　　　　　　第４配線
３４，３６，９４，９６　第２配線
３５，９５　　　　　　　第１配線
５０　　　　　　　　　　携帯電話機（電子機器）
６０Ａ，６０Ｂ，６０Ｃ，６０Ｄ，６０Ｅ，６０Ｆ，６０Ｇ　液晶装置（電気光学装置）
６５ａ　　　　　　　　　第１面
６５ｂ　　　　　　　　　第２面
６８　　　　　　　　　　配線基板
７３，８３　　　　　　　ライン配線
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